
7月20日(木) 17：00

14:00～15:00
（13:50受付開始）

【オンライン開催】7/24
（月）

申込〆切

対象

◆プログラム・講師

主催 埼玉県
運営 株式会社地域デザインラボさいたま（りそなグループ）

定員 100名

11/13
（月）

次回予告 マッチング交流会【ハイブリッド開催】
時間：14時～17時(予定） 場所：サンシャインシティ会議室

参加無料

第一部 寄附企業からの事例紹介ならびに市町村の事業説明
（オンライン配信も行います）

第二部 市町村マッチング交流会（会場参加の方のみ）

市町村担当者と対面形式で個別にご相談が可能です

本制度に関心のある
企業の皆さま

企業版ふるさと納税
活用セミナー

本セミナーでは、企業版ふるさと納税制度を通じた

★社会貢献に取り組む企業としてのPR効果
★自治体と企業における新たなパートナーシップ構築
★地域資源などを生かした新たな事業展開

などについて、地方創生やESG・SDGsの観点にも着目し解説します

第１部：企業版ふるさと納税制度について

越谷市 総合政策部 政策課 主幹 黒澤 素直 氏

秩父市 総合政策部 総合政策課 主査 富田 浩充 氏

深谷市 企画財政部 企画課 課長補佐 嶋野 靖史 氏

株式会社地域デザインラボさいたま 営業部長 力石 琢磨 氏

第２部：寄附企業の事例について
株式会社長谷工コーポレーション 営業企画部門担当 執行役員 西川 典男 氏
株式会社キージェント 代表取締役 姫野 慧 氏

第３部：自治体の取り組みについて

彩の国 埼玉県

埼玉県マスコット
「コバトン」「さいたまっち」

（JR・東京メトロ・西武線・東武線）池袋駅徒歩約10分



※本セミナーはウェブセミナーのため以下の点にご注意ください
〇 インターネットの繋がる環境でご参加ください（Wi-Fi環境をおすすめします）
〇 通信環境により、音声・映像が途切れる可能性があります
〇 Wi-Fi接続以外のモバイル通信の場合、データ通信量が消費されます

お問合せ

○運営事務局 株式会社地域デザインラボさいたま 担当：高木・矢澤
TEL   ：048-633-4301
Email：asuka.c.takagi@labtama.saitamaresona.co.jp

chiaki.yazawa@labtama.saitamaresona.co.jp

※本セミナーにより各講師は税務や法律などの助言を行うものではありません。法令や税制等にもとづき一般的な情報の提供を目的として制度のご案内をするもの
です。個別の申告等のお手続きにあたっては必要に応じて、税理士・公認会計士・弁護士などの専門家にご相談ください。

【企業版ふるさと納税とは？】

企業版ふるさと納税とは、 2016年度より内閣府によって創設された企業が自治体に寄附をすると税負

担が軽減される制度です。

寄附の対象は、自治体が作成した地方創生に係る事業が対象になります。

2020年度より制度が改正され、企業が自治体へ寄附した際に控除される割合が最大９割に引き上げられ

たことや、制度を通じて企業と自治体の共創につながる取組みとしても注目されています。

お申込方法

右のQRコードを読み取っていただき、必要項目をご入力の上、送信ください。
QRコードが読み取れない場合は、otoiawase.labtama@labtama.saitamaresona.co.jp へ
【氏名・会社名・電話番号・メールアドレス】を送付ください。
後日、ご登録のアドレスに視聴用URLをお送りいたします。

講 師 紹 介

株式会社長谷工コーポレーション
営業企画部門担当 執行役員 西川 典男 氏

マンション建設を軸に高齢者施設、商業ビル店舗、物流施設も建設。また、戸建事業や再開発、建替え事業等、幅広
い事業を展開。2017年には奈良県明日香村・地域振興公社と官民連携包括協定を締結、翌年から本制度を活用。
2020年１月には内閣府から大臣表彰を受賞。本制度の寄附を通じた明日香村との連携についてご紹介します。

株式会社キージェント
代表取締役 姫野 慧 氏

越谷市
総合政策部 政策課 主幹 黒澤 素直 氏

秩父市
総合政策部 総合政策課 主査 富田 浩充 氏

深谷市
企画財政部 企画課 課長補佐 嶋野 靖史 氏

通信・ガス・電力などのインフラに関わる業界で、人材派遣やアウトソーシング等の「総合人材サービス」を展開。営
業エリアである越谷市の子育ての希望をかなえるため、「(仮称)緑の森公園保育所整備事業」に対する本制度の寄
附を実施し、2023年4月に贈呈式が行われました。寄附に至った経緯や意義についてご紹介します。

深谷市では、郷土の偉人である渋沢栄一が残した「論語と算盤」の精神を地域の活性化に生かしながら、地方創生
を実現するため、2つのプロジェクトに取り組んでいます。2021年1月には本制度の取り組みについて、大臣表彰
を受賞。数多くの企業とパートナーシップ構築している深谷市の取組みについてご紹介します。

秩父市では、経済発展と社会的課題の解決を両立するSociety5.0の先行的実現に向け、人とモノの移動の困難
さに着目した「山間地域におけるスマートモビリティによる生活交通・物流融合事業」を展開しています。本制度を
活用した秩父市の取り組みについてご紹介します。

越谷市では、「水と緑と太陽に恵まれた みんなが活躍する安全・安心・共生都市」の実現に向け、様々な施策を展
開しています。本制度を活用した越谷市の地方創生の取り組みについてご紹介します。


